
(別紙)

○交換分合実施要領（平成10年５月20日付け10構改Ｂ第167号農林水産省構造改善局長通知）一部改正新旧対照表

（下線かつ赤字部分は改正部分）

改 正 後 現行（最終改正：令和元年９月19日付け元農振第1730号農林水産省農村振興局長通知）

第１ 目 的 第１ 目 的

１ 我が国農業は、国際化に対応し得る効率的・安定的な農業構造と １ 我が国農業は、国際化に対応し得る効率的・安定的な農業構造と

農業経営の確立を図ることが、緊急の課題となっているところであ 農業経営の確立を図ることが、緊急の課題となっているところであ

る。 る。

このためには、地域における合意形成と複雑な農用地の権利関係 このためには、地域における合意形成と複雑な農用地の権利関係

の適切な処理を図り、分散し、かつ錯綜している農用地の集団化と の適切な処理を図り、分散し、かつ錯綜している農用地の集団化と

ともに、これに併せて育成すべき経営体への農地中間管理権及び利 ともに、これに併せて育成すべき経営体への利用権設定等による経

用権（以下「農地中間管理権等」という。）の設定等による経営規 営規模の拡大を図り、農用地利用の集積を効率的に促進することが

模の拡大を図り、農用地利用の集積を効率的に促進することが必要 必要である。

である。 交換分合は、このような状況に的確に対応し得る事業であること

交換分合は、このような状況に的確に対応し得る事業であること から、その円滑、適正な実施を図り、農用地の集団化その他農業構

から、その円滑、適正な実施を図り、農用地の集団化その他農業構 造の改善及び合理的な土地利用の構築に資することを目的とする。

造の改善及び合理的な土地利用の構築に資することを目的とする。

２ 本事業の実施については、農山漁村振興交付金実施要領（平成28 ２ 本事業の実施については、農山漁村振興交付金実施要領（平成28

年４月１日付け27農振第2326号農林水産省農村振興局長通知）及び 年４月１日付け27農振第2326号農林水産省農村振興局長通知）及び

農地耕作条件改善事業実施要領（平成27年４月９日付け26農振第207 農地耕作条件改善事業実施要領（平成27年４月９日付け26農振第207

0号農林水産省農村振興局長通知）、農山漁村地域整備交付金実施要 0号農林水産省農村振興局長通知）に定めるもののほか、この要領の

領（平成22年４月１日付け21農振第2454号農林水産省農村振興局長 定めるところによるものとする。

通知）、農業競争力強化農地整備事業実施要領（平成30年３月30日

付け29農振第2605号農林水産省農村振興局長通知）、中山間地域農

業農村総合整備事業実施要領（令和２年３月31日付け元農振第2792

号農林水産省農村振興局長通知)に定めるもののほか、この要領の定

めるところによるものとする。

第２ 事業実施主体 第２ 事業実施主体

農業委員会、土地改良区、農業協同組合、農地中間管理機構又は 農業委員会、土地改良区、農業協同組合、農地利用集積円滑化団

市町村とする。 体、農地中間管理機構又は市町村とする。



第３ 事業及び選択業務の内容等 第３ 事業及び選択業務の内容等

１ 基本型交換分合 １ 基本型交換分合

（１）事業の内容 （１）事業の内容

所有権相互、所有権以外の権利相互の交換に併せ、新たな所有権 所有権相互、所有権以外の権利相互の交換に併せ、新たな所有権

移転、農地中間管理権等設定及び農作業受委託の取組活動を行い、 移転、利用権設定及び農作業受委託の取組活動を行い、地区全体と

地区全体としての農用地の集団化を図るとともに、育成すべき経営 しての農用地の集団化を図るとともに、育成すべき経営体への農用

体への農用地の利用集積を促進することを内容とする事業である。 地の利用集積を促進することを内容とする事業である。

（２） （略） （２） (略)

２ 選択業務 ２ 選択業務

（１） （略） （１） （略）

（２）農地売買等事業関連業務 （２）農地売買等事業関連業務

基本型交換分合の事業内容に加え、農地売買等事業（基盤強化法 基本型交換分合の事業内容に加え、農地売買等事業（基盤強化法

第７条第１項第１号に規定する農地売買等事業をいう。以下同じ。 第４条第３項第１号ロに規定する農地売買等事業をいう。以下同じ

）により、規模縮小や離農を希望する農家が所有する不規則・散発 。）により、規模縮小や離農を希望する農家が所有する不規則・散

的に発生した農用地を農地中間管理機構（農地中間管理事業の推進 発的に発生した農用地を農地利用集積円滑化団体（基盤強化法第11

に関する法律（平成25年法律第101号）第２条第４項に規定する農地 条の14に規定する農地利用集積円滑化団体をいう。以下同じ。）又

中間管理機構をいう。以下同じ。）が保有することにより、同法人 は農地中間管理機構（農地中間管理事業の推進に関する法律（平成2

が他に保有している農用地と併せて、交換分合により育成すべき経 5年法律第101号）第２条第４項に規定する農地中間管理機構をいう

営体への円滑な集積を図る業務である。 。以下同じ。）が保有することにより、同法人が他に保有している

農用地と併せて、交換分合により育成すべき経営体への円滑な集積

を図る業務である。

（３）・（４） （略） （３）・（４） （略）

３・４ （略） ３・４ （略）

第４ 作業項目 第４ 作業項目

（１）～（10） （略） （１）～（10） （略）

（11）農地中間管理権等の設定等による農用地の集団化と経営規模拡 （11）利用権設定等による農用地の集団化と経営規模拡大の促進

大の促進

（12）～（18） （略） （12）～（18） （略）

第５～第７ （略） 第５～第７ （略）



第８ 法第102条第２項ただし書又は第３項ただし書の規定による同意 第８ 法第102条第２項ただし書又は第３項ただし書の規定による同意

書の取扱い 書の取扱い

法第102条第２項ただし書又は第３項ただし書（第104条、第107条、 １ 法第102条第２項ただし書又は第３項ただし書（第104条、第107条

第111条において準用する場合を含む。）の規定による同意書は、各区 、第111条において準用する場合を含む。）の規定による同意書は、

分ごとに作成し、関係様式の末尾にあらかじめ添付しておくこと。 各区分ごとに作成し、関係様式の末尾にあらかじめ添付しておくこ

と。

（削る。） ２ 同意を得るに当たっては、綴込の各用紙の綴目に事業実施主体の

公印をもって契印を押印した交換分合計画書によるものとし、同意

書は署名、押印の上、交換分合計画書中の関係明細書の綴目に契印

を押印しなければならない。

附 則（令和４年３月29日付け３農振第2916号）

１ この要領は、令和４年３月29日から施行する。

２ この要領の施行前に、この要領による改正前の交換分合実施要領

（令和元年９月19日付け元農振第1730号農林水産省構造改善局長通

知）の規定に基づき実施され、この要領の施行後も実施することを

予定している事業については、なお従前の例による。

（別紙） （別紙）

交換分合作業要領 交換分合作業要領

第１ 調査地区内農用地等状況調査 第１ 調査地区内農用地等状況調査

１ （略） １ （略）

２ 権利関係等の調査 ２ 権利関係等の調査

（１）・（２） （略） （１）・（２） （略）

（３）農地売買等事業関連業務を実施しようとする地区にあって （３）農地売買等事業関連業務を実施しようとする地区にあって

は、農地中間管理機構の所有及び貸付農用地の状況を農地中 は、農地利用集積円滑化団体又は農地中間管理機構の所有及

間管理機構の関係簿書及び農業委員会の農地基本台帳により び貸付農用地の状況を農地利用集積円滑化団体又は農地中間

調査し、（１）の③及び④に準じて各筆調書に記入するもの 管理機構の関係簿書及び農業委員会の農地基本台帳により調

とする。 査し、（１）の③及び④に準じて各筆調書に記入するものと

する。



３・４ （略） ３・４ （略）

第２～第６ （略） 第２～第６ （略）

第７ 農業委員会の発意による交換分合の実施 第７ 農業委員会の発意による交換分合の実施

１ （略） １ （略）

２ 交換分合を行うべき農用地及び交換分合計画の概要の公告に ２ 交換分合を行うべき農用地及び交換分合計画の概要の公告に

係る同意徴集 係る同意徴集

（１）１の公告に係る同意については、法第97条第２項の規定に （１）１の公告に係る同意については、法第97条第２項の規定に

基づき、所有権、地上権、永小作権、質権、賃借権、使用貸 基づき、所有権、地上権、永小作権、質権、賃借権、使用貸

借による権利又はその他の使用及び収益を目的とする権利を 借による権利又はその他の使用及び収益を目的とする権利を

有する者の二分の一以上の同意を必要とし、同意書の様式は 有する者の二分の一以上の同意を必要とし、その同意には、

別紙様式第８号によるものとする。 署名（記名を含む。）及び押印を得ることが必要であるが、

なお、以後の事業の円滑な実施を図るために、同意徴集は 同意署名簿の様式は別紙様式第８号によるものとする。

できる限りの多くの同意を得るように努めるものとする。 なお、以後の事業の円滑な実施を図るために、同意徴集は

できる限りの多くの同意を得るように努めるものとする。

（２） （略） （２） （略）

第８ 関係農家の請求による交換分合の実施 第８ 関係農家の請求による交換分合の実施

法第97条第１項の規定に基づき、権原に基づき耕作又は養畜の 法第97条第１項の規定に基づき、権原に基づき耕作又は養畜の

業務を営む者二人以上（以下「請求人」という。）が、農業委員 業務を営む者二人以上（以下「請求人」という。）が、農業委員

会に交換分合を行うべきことを請求する場合における請求書及び 会に交換分合を行うべきことを請求する場合における請求書及び

土地改良法施行規則（昭和24年省令第75号）第77条第１項に規定 土地改良法施行規則（昭和24年省令第75号）第77条第１項に規定

する同意書の様式は別紙様式第９号及び第８号によるものとする する同意署名簿の様式は別紙様式第９号及び第８号によるものと

。 する。

なお、請求人は、同一の土地について、所有権、地上権、永小 なお、請求人は、同一の土地について、所有権、地上権、永小

作権、質権、賃借権、使用貸借による権利又はその他の使用及び 作権、質権、賃借権、使用貸借による権利又はその他の使用及び

収益を目的とする権利が２人以上の者の共有に属する場合は、各 収益を目的とする権利が２人以上の者の共有に属する場合は、各

種説明会等の機会を通じて、法第113条の２第４項の規定による通 種説明会等の機会を通じて、法第113条の２第４項の規定による通

知を提出するよう促すものとする。 知を提出するよう促すものとする。

第９ 土地改良区等による交換分合の実施 第９ 土地改良区等による交換分合の実施

法における交換分合の事業実施主体としては、農業委員会のほ 法における交換分合の事業実施主体としては、農業委員会のほ



かに、土地改良区、農業協同組合、農地中間管理機構又は市町村 かに、土地改良区、農業協同組合、農地利用集積円滑化団体、農

が認められているところであるが、これらが事業実施主体の場合 地中間管理機構又は市町村が認められているところであるが、こ

には、第７及び第８の手続を行う必要がなく、同意徴集について れらが事業実施主体の場合には、第７及び第８の手続を行う必要

は第18に規定されているところによるので、留意すること。 がなく、同意徴集については第18に規定されているところによる

ので、留意すること。

第10 （略） 第10 （略）

第11 農地中間管理権等の設定等による農用地の集団化及び経営規模 第11 利用権設定等による農用地の集団化及び経営規模拡大の促進

拡大の促進

１ 農地中間管理権等の設定、農作業受委託の推進 １ 利用権の設定等、農作業受委託の推進

交換分合計画推進委員会において、交換分合による農用地の 交換分合計画推進委員会において、交換分合による農用地の

集団化に併せて経営規模の拡大を図ろうとする農家に農用地の 集団化に併せて経営規模の拡大を図ろうとする農家に農用地の

利用集積が促進されるように検討を行うとともに、農業委員会 利用集積が促進されるように検討を行うとともに、農業委員会

、土地改良区、農業協同組合、市町村その他関係機関との連携 、土地改良区、農業協同組合、市町村その他関係機関との連携

に留意し、その役割分担を確認しつつ、互いの協力関係を構築 に留意し、その役割分担を確認しつつ、互いの協力関係を構築

し、農用地の所有権移転、農地中間管理権等の設定、農作業受 し、農用地の所有権移転、利用権の設定、農作業受委託が促進

委託が促進されるよう取組を行うものとする。 されるよう取組を行うものとする。

２ （略） ２ （略）

① 農地売買等事業関連業務 ① 農地売買等事業関連業務

経営規模縮小希望農家の農用地と農地売買等事業を活用し 経営規模縮小希望農家の農用地と農地売買等事業を活用し

た経営規模拡大希望農家への利用集積等について、交換分合 た経営規模拡大希望農家への利用集積等について、交換分合

計画推進委員会において検討を行うとともに、農地中間管理 計画推進委員会において検討を行うとともに、農地利用集積

機構及び関係権利者と協議・調整を行うものとする。 円滑化団体又は農地中間管理機構及び関係権利者と協議・調

整を行うものとする。

② （略） ② （略）

３ 換地処分併せ業務を実施する地区にあっては、換地業務に伴 ３ 換地処分併せ業務を実施する地区にあっては、換地業務に伴

う農地中間管理権等の設定、農作業受委託の合意形成の促進に う利用権の設定、農作業受委託の合意形成の促進に関連しての

関連しての経営規模拡大の効率的な推進に資するものであるこ 経営規模拡大の効率的な推進に資するものであることから、換

とから、換地業務作業との一体的な連携・調整を図ることが必 地業務作業との一体的な連携・調整を図ることが必要である。

要である。

第12 農地中間管理権等の設定等による農用地の集団化及び経営規模 第12 利用権設定等による農用地の集団化及び経営規模拡大の促進の



拡大の促進の取組の整理 取組の整理

１ 経営規模拡大調書の作成 １ 経営規模拡大調書の作成

第11の１及び２による農地中間管理権等の設定等による経営 第11の１及び２による利用権設定等による経営規模拡大の促

規模拡大の促進の取組については、交換分合計画策定の資料と 進の取組については、交換分合計画策定の資料とするため、経

するため、経営規模拡大調書（別紙様式第１７号）を作成する 営規模拡大調書（別紙様式第１７号）を作成するものとする。

ものとする。

２・３ （略） ２・３ （略）

第13～第15 （略） 第13～第15 （略）

第16 農地中間管理権等の設定等による経営規模拡大の取組の整理 第16 利用権設定等による経営規模拡大の取組の整理

１ 農地中間管理権等設定等調書及び経営等農用地調書 １ 利用権設定等調書及び経営等農用地調書

交換分合に伴う農地中間管理権等の設定、農作業受委託の推 交換分合に伴う利用権の設定、農作業受委託の推進の取組の

進の取組の整理を別紙様式第21号及び第22号により作成するも 整理を別紙様式第21号及び第22号により作成するものとする。

のとする。

２・３ （略） ２・３ （略）

第17 （略） 第17 （略）

第18 交換分合計画の決定に係る関係権利者の同意徴集等 第18 交換分合計画の決定に係る関係権利者の同意徴集等

１・２ （略） １・２ （略）

３ 農業協同組合又は農地中間管理機構が事業実施主体の場合 ３ 農業協同組合、農地利用集積円滑化団体又は農地中間管理機

構が事業実施主体の場合

（１）総会の議決及び関係権利者の同意 （１）総会の議決及び関係権利者の同意

法第100条第１項の規定に基づき、関係権利者の同意を得る 法第100条第１項の規定に基づき、関係権利者の同意を得る

前に総会の議決（総会を置かない農地中間管理機構にあって 前に総会の議決（総会を置かない農地利用集積円滑化団体又

は、同法人の理事が組織する会議の議決又は決定）を得ると は農地中間管理機構にあっては、同法人の理事が組織する会

ともに、関係権利者の同意は所有権、地上権、永小作権、質 議の議決又は決定）を得るとともに、関係権利者の同意は所

権、賃借権、使用貸借による権利又はその他の使用及び収益 有権、地上権、永小作権、質権、賃借権、使用貸借による権

を目的とする権利を有するすべての者の同意を得ることが必 利又はその他の使用及び収益を目的とする権利を有するすべ

要であるので、留意すること。 ての者の同意を得ることが必要であるので、留意すること。

（２） （略） （２） （略）

４ （略） ４ （略）



第19 都道府県知事に対する交換分合計画の認可申請 第19 都道府県知事に対する交換分合計画の認可申請

交換分合計画の認可申請書（別紙様式第31号）に添付する書類 交換分合計画の認可申請書（別紙様式第31号）に添付する書類

は、各事業実施主体ごとに次のとおりであるので、留意すること｡ は、各事業実施主体ごとに次のとおりであるので、留意すること｡

１ 農業委員会が申請する場合 １ 農業委員会が申請する場合

（１）法第97条第１項の規定に基づく関係農家の請求に伴う同意 （１）法第97条第１項の規定に基づく関係農家の請求に伴う同意

書（別紙様式第８号）又は同条第２項の規定に基づく農業委 署名簿（別紙様式第８号）又は同条第２項の規定に基づく農

員会の発意に伴う同意書（別紙様式第８号）及び同条第３の 業委員会の発意に伴う同意署名簿（別紙様式第８号）及び同

規定に基づく同意書（別紙様式第26号） 条第３の規定に基づく同意署名簿（別紙様式第26号）

（２）～（５） （略） （２）～（５） （略）

２ （略） ２ （略）

３ 農業協同組合又は農地中間管理機構が申請する場合 ３ 農業協同組合、農地利用集積円滑化団体又は農地中間管理機

構が申請する場合

（１）法第100条第１項の規定に基づく同意書（別紙様式第26号） （１）法第100条第１項の規定に基づく同意署名簿（別紙様式第26

号）

（２）～（４） （略） （２）～（４） （略）

４ （略） ４ （略）

第20～第21 （略） 第20～第21 （略）



（別紙様式第１号）～（別紙様式第４号） （略） （別紙様式第１号）～（別紙様式第４号） （略）

（別紙様式第５号） （別紙様式第５号）

農家意向調査(例) 農家意向調査(例)

１～４ （略） １～４ （略）

５ 農用地の集団化を図る場合に、次の中でこの地域で必要と思われ ５ 農用地の集団化を図る場合に、次の中でこの地域で必要と思われ

るものに○印を付してください。（この場合はいくつ○印を付して るものに○印を付してください。（この場合はいくつ○印を付して

もよい。） もよい。）

ア～ウ （略） ア～ウ （略）

エ 農地中間管理機構の保有する農用地を活用して経営規模を拡 エ 農地利用集積円滑化団体又は農地中間管理機構の保有する農

大したい。 用地を活用して経営規模を拡大したい。

オ～ク （略） オ～ク （略）

６ （略） ６ （略）

（別紙様式第６号） （別紙様式第６号）

（略） （略）



（別紙様式第７号） （別紙様式第７号）



（別紙様式第８号） （別紙様式第８号）



（別紙様式第９号） （別紙様式第９号）



（別紙様式第10号）～（別紙様式第16号） （略） （別紙様式第10号）～（別紙様式第16号） （略）

（別紙様式第17号） （別紙様式第17号）

経営規模拡大調書 経営規模拡大調書

１ 総括表 １ 総括表

（注） （略） （注） （略）

２ 育成すべき経営体別内訳 ２ 育成すべき経営体別内訳

（１）交換分合前の経営等農用地 （１）交換分合前の経営等農用地

（注） （略） （注） （略）



（２）交換分合後の経営等農用地の構想 （２）交換分合後の経営等農用地の構想

（注） （略） （注） （略）

（別紙様式第18号） （別紙様式第18号）

（別紙様式第19号）・（別紙様式第20号） （略） （別紙様式第19号）・（別紙様式第20号） （略）



（別紙様式第21号） （別紙様式第21号）

農地中間管理権等設定等調書 利用権設定等調書

（１）農地中間管理権等設定の状況 （１）利用権設定の状況

（注）１ 交換分合後、新たな農地中間管理権等を行うものについて （注）１ 交換分合後、新たな利用権設定を行うものについて記入す

記入する。 る。

２・３ （略） ２・３ （略）

（２） （略） （２） （略）

（別紙様式第22号） （別紙様式第22号）

経営等農用地調書 経営等農用地調書

１総括表 １総括表

（注） （略） （注） （略）



２ 育成すべき経営体別内訳 ２ 育成すべき経営体別内訳

（１）交換分合前の経営等農用地 （１）交換分合前の経営等農用地

（注） （略） （注） （略）

（２）交換分合後の経営等農用地 （２）交換分合後の経営等農用地

（注） （略） （注） （略）

（別紙様式第23号） （別紙様式第23号）

土地利用区分調書 土地利用区分調書

１ （略） １ （略）

２ 交換分合実施地区の概要 ２ 交換分合実施地区の概要

（１） （略） （１） （略）



（２） 育成すべき経営体に係る交換分合前後の概要 （２） 育成すべき経営体に係る交換分合前後の概要

（注） （略） （注） （略）

（別紙様式第24号） （別紙様式第24号）

（別紙様式第25号） （別紙様式第25号）

（略） （略）



（別紙様式第26号） （別紙様式第26号）



（別紙様式第27号） （別紙様式第27号）

（注）①～③ （略） （注）①～③ （略）

④ 同意書は、交換分合計画書のうち様式第12号の次に綴り込 ④ 同意書は、交換分合計画書のうち様式第12号の次に綴り込

む。 み、同様式との綴目に事業主体の公印により、契印を押印す

る。



（別紙様式第28号） （別紙様式第28号）

（注） （略） （注） （略）

（別紙様式第29号） （別紙様式第29号）

（略） （略）



（別紙様式第30号） （別紙様式第30号）

（注） （略） （注） （略）



（別紙様式第31号） （別紙様式第31号）

（注）①・② （略） （注）①・② （略）

③ 農業協同組合又は農地中間管理機構が事業主体の場合にあっては、土地 ③ 農業協同組合、農地利用集積円滑化団体又は農地中間管理機構が事業主

改良法第100条第２項で準用する土地改良法第99条第１項の規定に基づき認 体の場合にあっては、土地改良法第100条第２項で準用する土地改良法第99

可申請する。 条第１項の規定に基づき認可申請する。

④ （略） ④ （略）



（別紙様式第32号） （別紙様式第32号）




